
通常事業                   2025年度：ＮＰＯ関連予算総括表 

省庁名 法務省 
                                                                単位：百万円 

2025年度 

NPO関連予算の特徴 

（項番１）刑務所出所者等の住居の確保に要する経費として総額 5,304 百万円を計上した。 

（項番２）外国人受入環境整備交付金に要する経費として総額 1,000百万円を計上した。 

連

番 
事業名 

新・継 

区分 
施策・事業概要 

 

2025年度予算

額 

 

2024年度予算額 

[うち 2025 年度

使用見込残額] 

補助率 

上限額 

実地主

体 

公募スケジュ

ール 
申請方法 

照会窓口 

(含むメールアドレス) 

2024年度

NPO への

実績 

備考 

1 刑務所出所

者等の住居

確保（更生

緊急保護等

の委託） 

 

継続 適当な住居のない刑

務所出所者等につい

て、保護観察所の長

が更生保護事業を営

む者等に委託して宿

泊場所の供与等を実

施する。 

 

（ 5,304

の内数） 

（5,600 の

内数） 

－ 国 随時受付 － 保護局更生保護振興課 

03-3581-4111 

（内 4302） 

（k.yamashita.g24@i.moj.go.jp） 

 

未確定 P1～3 

2 外国人受入

環境整備交

付金 

 

継続 在留外国人が在留手

続、雇用、医療、福

祉、出産・子育て、

こどもの教育等の生

活に係る適切な情報

や相談場所に迅速に

到達することができ

るよう、情報提供・

相談を多言語で行う

一元的相談窓口の設

置・運営に取り組む

地方公共団体を支援

する。 

 

（ 1,000

の内数） 

（1,100 の

内数） 

10/10

又 は

1/2 

地 方

公 共

団 体

(NPO

法 人

等 へ

の 委

託 が

可能） 

R7.1～3頃

（予定） 

出 入 国

在 留 管

理 庁 在

留 管 理

支 援 部

在 留 支

援 課 に

お い て

公 募 を

実施 

出入国在留管理庁在留管理支援部

在留支援課 

zairyushien03@i.moj.go.jp 

03-5363-3008 

未確定 P4 

mailto:k.yamashita.g24@i.moj.go.jp


予算額合計(内数事業

除く) 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

2025 年度使用見込残額合

計 

―   ― 

2025 年度実質予算額

合計 

― ― 

≪記載要領≫ [2025年度 NPO関連予算の特徴欄]には、2024年度と比べた 2025年度 NPO関連予算全体の特徴等を記載して下さい。 
[対象事案]  NPOに資する事業(NPOが手挙げ（参入）出来る事業及び NPOのための研修等の事業)とします。これに該当する事業は全て記載し、該当しない事業は記載しない

で下さい。なお、2024年度で“終了”し 2025年度は実施しない事業でも、前年度と対比するために、漏れなく記載して下さい。期の途中で新たに予算化された事

業も記載して下さい。 

[新･継区分欄] 当該事業の区分(“新規”、“継続”、“名称変更”、“統廃合”、“終了”のいずれか一つ)を必ず記載して下さい。なお、“名称変更”、“統廃合”の場合は、旧事業や

廃止した事業も同じ行に記載し(予算額は合算)、2024年度のどの事業(名称)であったか等を備考欄に付記して下さい。 

[予算額欄]  2025年度予算額欄には直近の政府案、2024年度予算額欄には補正予算を含んだ額を記載して下さい。 うち補正予算等で 2025年度使用できる見込残額がある場

合は、下段に[ ]括弧で囲みその予算額も表記して下さい。予算計上された年度をベースに記載して下さい。なお、NPO が手挙げ(参入)出来るのは、その予算額全

額に対してではなく一部であり、額が事業毎にどうしても区分できない場合は、( )括弧で囲み(○○の内数)と表記して下さい。 

[最後の合計欄]2025年度予算額欄と 2024年度予算額欄の縦罫を合計した予算額合計を記載して下さい。ただし、内数事業(2025・2024年度のいずれかが内数事業を含む)の場合

は、合計するときのみ 2025・2024年度ともその額を除いて下さい。なお、2025年度実質予算額合計欄には、2025年度予算額合計＋うち 2025年度使用見込残額合

計の合計を記載して下さい。 



■ 更 生 保 護 施 設 ■

更生保護施設の
役 割

◆ 帰るべき場所がない刑務所出所者等に対し、国の委託を受けて宿泊場所の
供与、食事の給与、生活指導等の保護を行う民間施設（刑務所出所者等に対
する住居確保による社会復帰支援の中核的担い手）

◆ 仮釈放者の約３割を収容保護するなど、国の刑事政策上の基本的制度を維
持する上で必要不可欠な施設

現在の保護の
概 況

◆施設数 １０２施設（Ｒ７．１．１現在）

◆定員 ２，３８２人（Ｒ７．１．１現在）

施設の例

体 制

◆経営主体
更生保護法人９９施設、社会福祉法人１施設、ＮＰＯ法人１施設、
一般社団法人１施設

◆職員体制
常勤職員が５名程度

全県に１以上設置
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● 更生保護施設は、生活基盤が確保できない刑務所出所者等の最後の砦
● 一方で、行き場のない刑務所出所者等は多数に上っており、多様な受皿を確保するこ
とが必要

更生保護施設

新たな仕組みが必要

保
護
観
察
所

（
自
立
準
備
ホ
ー
ム
）

民
間
の
法
人
等

委託

業務
指示

・ 更生保護施設以外の宿
泊場所を確保している法人
等が、「住居」と「生活支
援」を一体的に提供

・ 毎日対象者と接触し、日
常生活の支援や自立に向
けた支援を実施

・ 「食事」の提供も可能

生活支援

路上生活者を支援するＮＰＯ法人、薬物依存症者リハ
ビリテーション施設を運営するＮＰＯ法人等で、事業を確
実に実施できると認められる事業者

緊急的住居確保・自立支援対策（自立準備ホーム）の概要

緊急的住居確保・自立支援対策

施設の一室

借り上げアパート

（食事の提供）

自

立
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（R６.４.1現在）

自立準備ホーム登録事業者数の推移

（
事
業
者
数
）

ＮＰＯ法人

161事業者（30%）

会社法人

156事業者（29%）

一般社団法人・一般財団法人

69事業者（13%）

社会福祉法人

63事業者（12%）

宗教法人

44事業者（8%）

その他

32事業者（6%）

医療法人

1事業者（0%）
更生保護法人

4事業者（1%）

登録事業
者

計５３０

166 236 289 332 352 375 395 411 432 447 473 506 530

0
100
200
300
400
500
600

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

※各年４月１日現在の数値（ただし、H２８年以前は３月３１日現在）自立準備ホーム登録事業者の内訳

※小数点以下で四捨五入しているため、
整合しない場合がある
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■目的
在留外国人が在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て、こどもの

教育等の生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達することができ
るよう、情報提供・相談を多言語で行う一元的相談窓口の設置・運営に
取り組む地方公共団体を支援し、多文化共生社会の実現に資することを
目的とする。

概要

■交付対象
・全ての都道府県及び市町村（特別区を含む）
・複数地方公共団体による「共同方式」も交付対象

区分 外国人住民数 交付限度額

都道府県 － 1,000万円

市町村

5,000人以上 1,000万円

1,000人～4,999人 500万円

500人～999人 300万円

500人未満 200万円

区分 内容 交付率

整備事業
新たな一元的相談窓口体制の構
築又は体制の拡充に必要な経費

必要経費の10分の10

運営事業
一元的相談窓口体制の維持・運
営に必要な経費

必要経費の2分の1
（※）

※ 運営事業の地方公共団体負担分については、地方公共団体の財政運営に
支障が生じないよう地方交付税措置を講ずることとされています。

■交付限度額（整備事業・運営事業共通）

■交付率

令和７年度外国人受入環境整備交付金の概要について（案）
令和７年度政府予算案 １０億円

取扱注意

事業スキーム

令和７年度に予定している主な取組

■一日当たりの相談件数を基として人件費限度額を設定し、それを超え
る申請分については交付しないこととする。

※多言語対応経費：電話通訳サービスの委託経費など、通訳支援事業と同種
の事業経費

出入国在留管理庁
（法務省）

都道府県
市町村

一元的相談窓口
（直接運営・民間への委託

等）

申請

ＮＰＯ法人等
民間支援団体 等

他省庁出先機関
（労働局等）

法テラス
弁護士会

外国人受入れ機関
（企業，日本語学校等）

在
留
外
国
人
等

地方出入国
在留管理局

交付

適宜連携

相談

情報提供

設置
運営

受入環境調整担当官の相談員としての派遣，
相談員向け研修の実施，相談事例の共有等により支援

■外国人住民数が5,000人未満の市町村の一元的相談窓口における多言
語経費については、国の通訳支援事業を活用することにより交付対象外
とする。
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